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ｉ）エディンバラ産後うつ病自己調査票（Edinburgh Postnatal Depression Scale）は、産後うつ病の検出
を向上させるためのスクリーニング・テストとして、John Cox らにより考案された質問10項目からなる
自己調査票である。産後の女性に回答してもらい各項目の合計得点を算出し、9点以上の場合に産後うつ
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A 県妊産婦の産前産後ケアのニーズ調査（第 1 報） 
ケアサービスの希望と支払い可能額について 
 


















A 県の出生数は平成 20 年度 10,187 人、平成 27 年度 8,621 人であり年々減少している２）。平成 27 年・
28 年と分娩の取り扱いを行う病院・診療所（入院病床 19 床以下）の閉鎖が続き、平成 29 年には計 27 施
設（病院 11 施設、診療所 16 施設）となった３）。合わせて、妊産婦・新生児への専門的なケアや（正常）
分娩介助を行う助産師の数は 318 人４）であるが、そのうち 245 人は病院に勤務しており、助産師の地域
偏在が認められている。 
そして、現在、妊産婦および子育てにおける問題状況として、出産後の母親の「産後うつ」、乳幼児
の虐待があげられる。「産後うつ」については、「健やか親子 21」の施策のもと全国はもとより A 県内
の産科施設および各市町村の積極的な取り組みにより、最終評価（平成 25 年度）では EPDS9 点以上1の母
親は 9.0％（平成 13 年度 13.4％）に減少した５）。しかし、A県内の虐待相談件数をみると、児童虐待防
                                                  
1 エディンバラ産後うつ病自己調査票（Edinburgh Postnatal Depression Scale）は、産後うつ病の検出を向上させるためのスクリーニ
ング・テストとして、John Cox らにより考案された質問 10 項目からなる自己調査票である。産後の女性に回答してもらい各項目の合計
得点を算出し、9 点以上の場合に産後うつ病のリスクがあるとされる。（John Cox & Jeni Holden 著、岡野禎司・宗田聡翻訳：産後うつ
病ガイドブック、南山堂、2006.） 
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 県内妊産婦と里帰り妊産婦の年収を比較し、図 1に示した。県内妊産婦では、「300-400 万円未満」年
収幅が 23.3%、「400-500 万円未満」16.5%、「500-600-万円未満」15.2%であった。里帰り妊産婦では、
「500-600 万円未満」の年収幅が 26.9%、「300-400 万円未満」15.4%、「400-500 万円未満」「800 万円
以上」が 14.1%であった。県内妊産婦と里帰り妊産婦の年収幅に有意差が認められた（p= 0.001)。 
 
 




表 2 産前ケアの希望と支払い可能額 





県内 117 36.3 0 5000 1000 1152.1  928.6  
0.271 
里帰り 36 46.2 0 5000 1000 1369.4  1093.8  
母乳指導 
県内 150 46.6 0 5000 1000 1373.3  946.9  
0.873 
里帰り 34 43.6 0 3000 1000 1323.5  878.0  
エクササイズ 
県内 194 60.2 0 3000 1000 1168.0  707.0  
0.002 
里帰り 42 53.8 0 3000 1400 1614.3  883.3  
栄養指導 
県内 115 35.7 0 5000 1000 1206.1  852.2  
0.717 
里帰り 26 33.3 0 3000 1000 1250.0  764.9  
育児相談 
県内 139 43.2 0 5000 1000 988.5  935.9  
0.593 
里帰り 37 47.4 0 3000 1000 1040.5  852.9  
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表 2 産前 希望と支払い可能額 





県内 117 36.3 0 5000 1000 1152.1  928.6  
0.271 
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県内 150 46.6 0 5000 1000 1373.3  946.9  
0.873 
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表 3 産後ケアの希望と支払い可能額 
希望したサービス   n % 最小 最大 中央値 平均 標準偏差 p 値 
赤ちゃんのお世話 
県内 101 31.4 0 5000 1000 1191.1 901.7 
0.005 
里帰り 34 43.6 0 5000 1500 1811.8 1294.0 
母乳指導 
県内 178 55.3 0 5000 1000 1397.8 926.9 
0.262 
里帰り 49 62.8 0 3000 1500 1520.4 889.5 
エクササイズ 
県内 194 60.2 0 5000 1000 1272.2 787.4 
0.048 
里帰り 46 59.0 0 7000 1000 1647.8 1220.5 
産後デイケア 
県内 143 44.4 0 15000 2000 2290.9 1802.3 
0.004 
里帰り 43 55.1 0 10000 3000 3011.6 1824.1 
産後宿泊施設 
県内 84 26.1 0 20000 5000 5488.1 3229.2 
0.245 
里帰り 22 28.2 1000 20000 5500 6636.4 4200.9 
家庭訪問 
県内 153 47.5 0 7000 1000 1477.1 1164.6 
0.048 
里帰り 39 50.0 0 6000 2000 1910.3 1327.2 
















































  偏回帰係数 有意確率（p） オッズ比 
オッズ比の 95%信頼区間 
下限 上限 
年齢 -0.016 0.651 0.984  0.920  1.054  
有職 0.154 0.615 1.166  0.641  2.123  
年収 0.263 0.002 1.300  1.102  1.535  





  偏回帰係数 有意確率（p） オッズ比 
オッズ比の 95%信頼区間 
下限 上限 
年齢 -0.03   0.406 0.970  0.904  1.042  
有職 0.157 0.627 1.170  0.621  2.204  
年収 0.272 0.003 1.313  1.100  1.567  
初産 0.334 0.282 1.397  0.760  2.567  






















Hosmer・Lemeshow の検定 p=0.88 
判別的中率 79.8％ 
モデルχ2検定 p＜0.018 










































いる B 町・C 市はともに産科施設が閉鎖され、
妊婦健康診査や出産のために近隣の市へ出向く
ことを余儀なくされている。そのため、妊産婦
および家族の経済的物理的負担は大きい。本結
果で産前ケアの希望に初産婦であることが関連
していたことから、初めての妊娠・出産・子育
てへの助産師による専門的な支援や仲間作りの
場を求めていることが推測された。よって、第
1子の妊娠時から出産・子育てまで継続した支
援を展開することが必要である。
　以上の本調査結果から、A 県内妊産婦の産
前産後ケアシステムの構築における対象・実施
機会・価格設定が課題として挙げられた。この
ような事業の成功においは、経済的基盤と助産
師の確保が重要であるとも述べられている（市
川、2017）16）。今後、A 県においては妊産婦の
妊娠・出産・子育て環境の物理的・経済的側面
を整備しつつ、切れ目のない支援事業の展開が
急務とされる。
Ⅵ．結論
１）県内妊産婦と里帰り妊産婦の年齢、出産回
数、職業の有無について有意差が認められ
た。
２）県内妊産婦の世帯年収は「300－400万円未
満」23.3%、「400－500万円未満」16.5%、「500
－600－万円未満」15.2% であり、県内妊
産婦と里帰り妊産婦の年収幅に有意差が認
められた。
３）産前ケアサービスの希望は、「エクササイ
ズ」約60％、「赤ちゃんのお世話」「母乳指
導」「栄養指導」「育児相談」は約30－40％
であった。産後ケアサービスの希望は、「エ
クササイズ」約60％、「母乳指導」約50％、
「産後デイケア」「家庭訪問」約30－40％、「赤
ちゃんのお世話」「産後宿泊施設」約20－
30％であった。それぞれ県内妊産婦・里帰
り妊産婦ともにほぼ同様の割合であった。
４）産前ケア・産後ケアサービスに対する支払
い可能額（平均）は、「産後宿泊施設」以
外は約1,000円－3,000円であった。産前ケ
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アサービスの「エクササイズ」、産後ケア
サービスの「赤ちゃんのお世話」「エクサ
サイズ」「産後デイケア施設の利用」「家庭
訪問」の支払い可能額において里帰り妊産
婦のほうが有意に高かった。
５）県内妊産婦の産前ケアの希望には初産婦で
あることと年収が関連しており、産後ケア
の希望には年収が関連していた。
６）産前産後ケアシステムの構築に向けて、A
県妊産婦における産前産後ケアのニーズが
明らかになり、価格設定や対象・実施機会
が今後の検討課題であると考えられた。
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